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第4章 デ ー タ通 信

第1節 概 況

電子計算機等を電気通信回線に接続 してデータの伝送と処理 とを一体的に

行 うデータ通信は,こ こ数年来順調な発展を遂げてきたが,52年 度において

も総体としては従来 とほぼ同様の発展を示 した。

データ通信回線の利用状況を見ると,国 内データ通信回線の伸びは例年に

比べて低く16%増 にとどまった。特定通信回線に あっては 規格別の構成比

か ら見ればユーザがその音声帯域を自由に利用できるD-1規 格が44%を

占めている。また,公 衆通信回線にあっては電話型回線の占める割合が多く

69%を 占めている。国際データ通信回線は,全 体の回線数 としては前年度と

同様に微増にとどまったが,特 定通信回線の利用面において音声級回線の高

速利用への移行が行われてお り,伝 送可能情報量は大きく増加 した。

国内データ通信システムについては,52年 度末現在2,749シ ステムが設置

されてお り,対 前年度比34%,692シ ステムの増加 となった。

国際データ通信システムは,52年 度末現在62シ ステムが設置されてお り,

従来に比べ,大 きな伸びを示 した。

情報通信事業は,電 電公社,国 際電電及び民間企業により営まれている。

米国において発展 した情報通信事業は,す でに全米的なネットワークを形成

し,最 近ではヨーロッパ諸国や日本へ進出して全世界的なネットワークを形

成 している。一方,我 が国の情報通信事業は,未 だようらん期にあり事業規

模やネットワーク規模等からみても小規模なものがほとんどである。 しかし

我が国の情報通信事業は,最 近 ネットワーク ・インフォメーション ・サービ

ス(NIS)へ 発展しようとする動 きが現れてきている。

データ通信の利用形態では,デ ータ通信システム相互を接続して電子計算
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機 の処理 能 力や デ ー タ ベ ー スを 効 率 的 に 共 同利 用 す る,い わ ゆ る資 源 共 有 型

の コン ピ ュー タ ・ネ ッ トワ ー クの 実用 化 が検 討 され た 。 そ の よ うな動 向 と し

て,電 電 公 社 お よび 国際 電 電 が新 デ ー タ網 サ ー ビスの 構 想 を発 表 す る と と も

に,コ ン ピ ュー タ ・メ ー カは そ れ ぞれ 独 自の ネ ッ トワ ー ク ・ア ーキ テ ク チ ャ

構 想を相 次 い で発 表 した 。 また,CCITT等 に お い て デ ー タ通 信 に おけ る プ

ロ トコル の 標 準化 作業 が 進 め られ た 。

第2節 データ通信回線の利用状況

1国 内デ ータ通信回線

(1)年 度 別 利 用 状 況

国 内 デ ー タ通 信 回線 の利 用 状 況 は 第2-4-1表 の とお りで あ る。 回線 数 の

伸 び は例 年 に 比べ て低 く16%増 に と ど まっ たが,お お む ね 順 調 な伸 び を 示

して お り,52年 度 末 に は7万1,094回 線 に達 した 。

デ ー タ通 信 回 線 は そ の種 類 に よ って伝 送速 度 が 異 な る。 そ こで,回 線 数 を

そ の伝 送 可 能 速度(b/s)に 乗 じて 得 られ る数 を 全 種 類 合 計 した数,つ ま り

デ ータ通 信 回 線 の 伝送 可能 ビ ッ ト数 を 推 計 して み る と,49年 度 末現 在3,066

万1,750b/sで あ っ た も のが52年 度 末 で は7,311万2,400b/sと な り,こ の

3年 間 に 伝 送 可 能 情報 量 は2.4倍 に 増 加 した こ と とな る。

(2)特 定 通 信 回 線 の利 用 状 況

第2-4-1表 に 示 す とお り,利 用 され て い る デ ー タ通 信 回 線 の 回線 数 の83

%は 特 定 通 信 回 線 で あ る。

規格 別 に み る と,第2-4-2図 の とお り,D-1規 格(帯 域 使 用)及 びD-

7規 格(2,400b/s)が 著 しい 伸 び を みせ て い る こ とが 特 徴 とな っ てい る。

また,J-1規 格(帯 域 使 用)に つ い て は52年 度 初 め て使 用 され,今 後 は1-1

規格(帯 域 使 用)と 同様 の伸 び の動 向 を 示 す もの と予 想 され る。



第2-4-1表 国内データ通信 回線 の利 用状況

(注)伝 送 可能b/sの 算 出 に際 し ては,次 の とお り推 計 した 。

D-1=1,200b/s,1-1=M,400b/s,J-1=72,000b/s,そ の 他=区 別 欄()内
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第2-4-2図 国内特定通信回線の利 用状況
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(3)公 衆通信回線の利用状況

公衆通信回線は,48年 度に至って実際に利用され始めた。52年 度末現在の

利用回線は12,117回 線であ り,そ の うち69%を 電話型(加 入電話回線利用

のもの)が 占めてお り,電 信型(加 入電信回線利用のもの)の 占める割合は

年 々減少 している。

2国 際デ ータ通信 回線

国際電電が提供するデータ通信回線には,特 定通信回線 と電信型公衆通信

回線(国 際加入電信網を利用す る。)と がある。

(1)年 度別利用状況

第2-4-3表 は48～52年 度末における国際データ通信回線の利用状況であ

る。

52年度末現在における利用回線数は前年度末に比べ10%増 となっており

また伝送可能 ビット数 も第2-4-4図 のとお り51年 度末に比べ,25%増 加

第2-4-3表 国際 データ通信 回線の利用状況
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年度末

(注)音 声級回線については,分 割 された回線数

とそ の伝送速度に よって算出 した。

して い る。

(2)音 声 級 回 線 の 利 用 状況

第2-4-5表 は,音 声 級 回線 の利 用 状 況 を示 した もので あ る。音 声 級回 線

は,52年 度 末 で は 前 年 度 末 か ら6回 線 増 加 して42回 線 とな った 。 そ の うち40

回線 は利 用 者 が 変 復 調 装 置 を 自営 で設 置 して い る帯域 使 用 で あ る。 分 割 の状

況 は75b/sへ の 分 割 が これ ま で どお り圧 倒 的 に 多 い が,傾 向 と して は9,600

b/s及 び50b/sへ の分 割 の増 加 が 著 しく,回 線利 用 の両 極 化 を示 してい る 。

音声 級 回線 は数 こそ 少 な い が,伝 送 す る デ ー タ量 は 多 く,そ の伝 送 可能 ビ

ッ ト数 の 国際 特 定 通 信 回 線 全 体 の うち に 占め る割 合 は94.4%に も達 す る。

利 用 して い る業 種 は,商 業(12回 線),運 送 業(10回 線),政 府(7回 線)が

主 た る もの で あ る。
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第2-4-5表 音声級回線の利用状況

(注)*は 国際電電が設 置す る変復調装置を利用 してデ ータ通 信を行 ってい るも

のである。
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第3節 デ ー タ通 信 シス テ ム

1デ ータ通信 システムの種類

データ通信システムは,電 気通信回線と電子計算機及び端末機器の設置主

体の別により次の三つの形態に分けられ る。

① 自営システム

電電公社又は国際電電が提供する電気通信回線に民間企業等が自己の電

子計算機及び端末機器を接続して構成するデータ通信システム

② 公社システム又は会社システム

電電公社又は国際電電が電気通信回線並びにこれに接続する電子計算機

及び端末機器を設置し,顧 客にデータ通信サービスを提供するデータ通信

システム

③ 私設 システム

民間企業等が電気通信回線並びにこれに接続する電子計算機及び端末機

器を設置して構成するデータ通信システム

2国 内データ通信 システ ム

(1)年 度別設置状況

自営システム及び公社システムの41年 度以降における各年度末現在のシ

ステム数は,第2-4-6表 のとお りである。

51年度は,対 前年度比,対 前年度増加数とも回復の兆 しをみせたが,52年

度においては対前年度比134%と 若干の落ち込み傾向を示 した。

自営システムは,47年 度末以前においては,す べて特定通信回線(46年9

月1日 前は専用回線)を 利用するシステムであ り,公 衆通信回線を利用する

システムは48年 度に出現した。52年 度末現在2,689シ ステムで,そ の内訳
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第2-4-6表 国 内デー タ通信 システムの年度別設置状況

は,特 定通信回線を利用 しているものが1,821シ ステム(こ の うち,公 衆通

信回線を併用 しているものは77シ ステム),公 衆通信回線を利用 しているも

のが868シ ステム(特 定通信回線を併用 しているものを含めれば945シ ステ

ム)で ある。

公社システムは,43年 度にサービスを開始 し,52年 度末現在のシステム数

は60シ ステムとなっている。

私設システムは,制 度的には有線電気通信法に基づき設置されているもの

であって,電 力事業の自動給電システム,運 輸業の座席予約システム,地 方

公共団体の公害監視システム等がある。

(2)対 象業務別設置状況

自営システムの対象業務別システム数は,第2-4-7表 のとお りである。

過去3年 間を通 じ,製 造業者,商 事会社等 の 事務管理を対象 とするもの

は,逐 年増加 し,52年 度においては55%を 占めている。金融業務を対象と

するもの,官 公庁関係の業務を対象 とするもの及び株式取引,運 送管理,そ

の他を対象とするものは,絶 対数においては増加 しているものの,割 合 とし

てはそれぞれ15～20%程 度 となっている。

システム数の多い順から7位 までの対象業務は,第2-4-8表 のとお りで



第2-4-7表 国内自営システムの対象業務別設置状況(1)



第2-4-8表 国内自営 システムの対象業務別設置状況(2)

∬



第4章 デ ー タ通 信 一249一

第2-4-9表 国内 自営 システムの業種別設置状況

あ って,生 産 ・在 庫 ・販 売 管 理 シス テ ム,金 融 シス テ ム,公 害 監視 シ ス テ ム

及 び 交通 制 御 シ ス テ ムが 常 に上 位 に あ る こ とに は 変化 が な いが,下 位 は変 動

が 激 し く,52年 度 には 科 学 技 術 計 算(官 公 庁)が7位 に進 出 した 。

な お,公 衆 通 信 回線 を利 用 して い る シス テ ムの対 象 業 務 別 利 用 状 況 は,生

産 ・在 庫 ・販 売 管 理 シ ステ ムが532シ ステ ム,金 融 シス テ ム44シ ステ ム,

受託 計算26シ ス テ ム,科 学 技 術 計 算(官 公庁)19シ ス テ ム,運 送 管 理10シ ス

テ ム等 とな っ て い る。
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(3)業 種 別 設 置 状 況

自営 シ ステ ムの 業 種 別 シ ス テ ム数 は第2-4-9表 の とお りで あ る 。

シ ステ ム数 の 多 い 業 種 は,製 造 業 ・建 設 業,商 業,金 融 業及 び 地 方 公 共 団

体 で あ って,こ れ らの シ ス テ ム数 の合 計 は全 シ ス テ ム数 の約80%を 占め て い

る。 全 シ ステ ム数 に 占め る割 合 の推 移 を み る と,デ ー タ通 信 の導 入 が 比 較 的

早 期 に 普 及 した金 融 業 及 び 証 券 業 は 逐 年 低 下 し,商 業,通 信 ・出版 ・サ ー ビ

ス業 の シ ステ ム数 は,着 実 に 増 加 してい る。

な お,公 衆 通 信 回 線 を 利 用 して い る シ ス テ ムの 業 種 別 設 置 状 況 は,製 造

業 ・建設 業 が389シ ス テ ム,商 業 が245シ ス テ ム,通 信 ・出版 ・サ ー ビス業

51シ ステ ム,情 報 通 信 事 業 ・ソ フ トウ ェ ア業 が45シ ス テ ム,金 融 業 が44シ

ス テ ム等 とな って い る。

(4)国 産 機 ・外 国 機 別 設 置 状 況

自営 シ ス テ ムを主 電 子計 算機 に よ り区 別 した 国 産 機 シ ス テ ム及 び 外 国機 シ

ス テ ムの48年 度 以降 に お け る それ ぞれ の シ ス テ ム数 は,第2-4-10図 の と

お りで あ る。

第2-4-10図 国内自営システムの国産機 ・外国機別設置状況
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47年 度 以前 は 外 国機 シ ス テ ムが 優 位 を 占 め て いた が,国 産 機 シス テ ムの割

含は 逐年 上 昇 して,52年 度 末 に は国 産 機 シス テ ム61.4%(1,651シ ス テ ム),

外 国機 シ ス テ ム38.6%(1,038シ ステ ム)と な り,国 産 機 シス テ ムが優 位 を

占め て い る。

そ の背 景 と しては,ソ フ トウ ェ ア技 術 を 含め て 国 産 電 子 計 算機 の性 能 が 向

上 した こと,デ ー タ通 信 の 普 及 に 伴 い低 速,小 容 量 の 国産 機 の使 用 で構 成 さ

れ る小 規 模 の シ ステ ム も増 加 した こ とな どが あ げ られ る。

3国 際デ ータ通 信 システム

(1)国 際データ通信システムの設置状況

国際データ通信システムは電子計算機の設置場所によ り次の二つに分け ら

れる。

1型:我 が国に設置された電子計算機と海外の出先機関の端末とを接続し

た もの。

H型:外 国に設置された電子計算機と国内の端末とを接続 し,シ ステムの

一部を構成しているもの。

第2-4-11表 はシステムの種類別設置状況を示したものである。52年度

第2-4-11表 国際 データ通信 シス テムの設置状況
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末 の設 置 数 は 自営 シ ス テ ム60(1型33,■ 型27),会 社 シ ス テ ム2,合 計62

シ ス テ ム で あ り,前 年 度 に 比 べ て13シ ス テ ムが 増 加 した 。

な お,私 設 シス テ ム は な い。

(2)対 象 業 務 別 設 置 状 況

自営 シ ステ ムの 対 象 業 務 別 設 置 状 況 は 第2-4-12表 に示 す とお りで あ る。

全60シ ス テ ムの うち44シ ステ ムが メ ッセ ー ジ ・ス イ ッチ ン グシ ス テ ムで あ

り,約73%を 占め て い る。

デ ー タ の処 理 を 行 う残 り16シ ス テ ムの 内 訳 は次 の とお りで あ る。

気 象 庁 の気 象 デ ー タ編 集 シ ス テ ム1

銀 行 の デ ータ処 理 シ ス テ ム1

証 券会 社 の デ ータ処 理 シ ス テ ム1

海 運会 社 の デ ータ処 理 シス テ ム2

航 空会 社 の 座 席 予約 シス テ ム5

旅 行 業 者 の ホ テ ル 予 約 シス テ ム1

情 報 通 信 事 業 者 の タイ ム・シ ェア リン グ・シ ス テ ム5

第2-4-12表 国際 自営システムの対象業務別設置状況

(注)()内 は1型 システ ム数の再 掲であ る。

(3)業 種 別 設 置 状 況

第2-4-13表 は,自 営 シス テ ムの 業 種 別 設 置 状 況 を 示 した もの で あ る。

52年 度 末 に お い て は,製 造 業(17シ ス テ ム,28.3%),商 業(14シ ス テ ム,
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第2-4-13表 国際 自営システムの業種別設置状 況

(注)()内 は1型 シ ス テ ム の再 掲 で あ る。

23.3%),運 輸 業(10シ ステ ム,16.7%)が 多 く,全60シ ス テ ム中 この 三者

で68.3%を 占 め て い る 。

製造 業 の17シ ス テ ム の うち11シ ス テ ムは,米 国 に電 子 計 算 機 が 設 置 され

てい る外 国 企 業 の シ ステ ムで あ る。商 業 の14シ ステ ムの うち11シ ステ ム

は,我 が 国 の 商 事 会 社 の シス テ ム で あ り,海 外 の 支 店,営 業所 との間 に グロ

ーバ ルな シ ステ ムを 構 成 して
,販 売 情 報 の収 集,販 売 指示,海 外 か らの商 品

照 会等 の メ ッセ ージ ・ス イ ッチ ン グを行 っ て い る。

運輸 業 の10シ ステ ムは,航 空 会 社,海 運 会 社 の シ ステ ムで あ り,5シ ス テ

ムが航 空 座 席 予 約 シ ステ ムで あ る。
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第4節 情報通信事業

1電 電公社の情報通信事業

(1)デ ータ通信設備サービスの種類

データ通信設備サ ービスは,電 電公社が電気通信回線及びこれに接続する

電子計算機等からなる電気通信設備を一体 として設置し,利 用者にサービス

を提供するもので,こ の種類は第2-4-14表 のとお りである。

第2-4-14表 データ通信サービスの種類

公衆データ通信サービスは,電 電公社があらかじめ用意 したシステムを共

同利用するいわぽ レデ ィメイ ド型 サービスであ り,「販売在庫管理 システム

サービス」及び 「科学技術計算システムサービス」がある。

各種データ通信サービスは,電 電公社がユーザの求めによりその対象業務

に応じたサービスを提供するいわば オーダメイ ド型 サービスであ り,「運輸

省自動車検査登録 システム」,「全国銀行為替 システム」,「気象庁地域気象観

測システム」等がその例である。

(2)公 衆データ通信サービス

ア.販 売在庫管理システムサービス(DRESS)

販売在庫管理 システムサービスは,販 売管理 ・在庫管理に必要な各種伝票

の作成,フ ァイルの更新,管 理資料の作成等の処理が で き る サービスとし
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て,45年9月 東 京 で開 始 され て 以来 順 調 な伸 び を 示 し,52年 度 末 現 在 に お い

て ユ ーザ 数1,147,端 末 数3,475と な っ て い る。

52年 度 に は 仙 台 セ ン タが 増 設 され,更 に サ ブセ ンタ方 式 に よ り6都 市 に お

い てサ ー ビス が 開 始 され た結 果,52年 度 末 現在 に お け るサ ー ビス の提 供 状 況

は 第2-4-15表 の とお りとな った 。

第2-4-15表 販売在庫管理システムサービスの提供状況

(52年度末現在)

(注)*は52年 度中に設置 された ものである。

第2-4-16表 販売在庫管理システムサ ービスの利用状況

52年度現在における販売在庫管理 システム サービス の利用状況をユーザ

数,端 末数及び1ユ ーザ当た りの平均端末数でみると第2-4-16表 のとお



一256一 第2部 各 論

りで あ り,前 年 度 に 比 べ て ユ ーザ数 は18%,端 末 数 は 約9%増 加 して お り,

1ユ ーザ 当 た りの 平均 端 末 数 は3台 で あ る。

この サ ー ビス の ユ ーザ の 業 種 別 構 成 の概 略 は,第2-4-17図 の とお りで

あ り,商 業55.2%,製 造 業 ・建 設 業34.4%と,こ れ らで 全 体 の約90%を

占 め て い る。

第2-4-17図 販売在庫管理 システムサ ー ビスの

ユーザの業種別内訳(52年 度末現在)

次に,ユ ーザの資本金,従 業員別事業規模についてみると,資 本金におい

ては5千 万円未満の企業が71.4%を 占め,従 業員数においては100人 未満の

企業が62.6%を 占めてお り,販 売在庫管理システムサービスが中小企業を

中心に利用されていることを示 している。

イ.科 学技術計算システムサービス(DEMOS,DEMOS-E)

科学技術計算システムサービスは,高 度な技術計算や経営科学計算ができ

る我が国初の商用TSSと して,46年3月 東京で開始 されて以来順調な伸び

を示し,52年 度末現在においてユーザ数1,061,端 末数1,305と なっている。

48年度からは従来の科学技術計算システムサービス(DEMOS)に 加え,

電電公社が国産メーカ3社 と共同開発 した高性能の超大型電子計算機である

DIPS-1を 利用 した科学技術計算システムサービス(DEMOS-E)が 開始

された。
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科 学技術計算 システムサー ビスの提供状 況

(52年度末現在)

(注)
*は52年 度 中に設置 された ものである。

52年 度 は サ ブ セ ンタ方 式 に よ り,新 た に室 蘭 等5都 市 に お い て サ ー ビスが

開始 され た結 果,52年 度 末 現 在 に お け る サ ー ビス の 提供 状況 は 第2-4-18

表 の とお りとな った 。

52年 度 末 現 在 に お け る科 学 技 術 計 算 シス テ ムサ ーニビ スの 利用 状況 を ユ ーザ

数,端 末 数 及 び1ユ ーザ 当 た りの 平均 端 末 数 で み る と,第2-4-19表 の とお

りで あ り,ユ ー ザ数,端 末 数 と も対 前年 度 比 それ ぞ れ 約115%及 び 約118%

と増加 して い る。1ユ ーザ 当た りの平 均 端 末 数 は,前 年度 と同様1.2台 とな

って い る。

このサ ー ビ スの ユ ーザ の業 種 別構 成 は 第2-4-20図 の とお りで あ り,通

第2-4-19表 科学技術計算 システムサー ビスの利用状況
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第2-4-20図 科学技術計算 システムサ ー ビスの

ユーザ の業種別 内訳(52年 度末 現在)

信 ・出版 ・サ ー ビス業42.1%,製 造 業 ・建 設 業41.1%と な っ て い る 。

また,ユ ーザ の資 本 金,従 業 員 別事 業 規模 につ い て み る と,資 本 金 に おい

て は1千 万 円 未 満 の企 業 が24.4%を 占 め る一 方,1億 円 以 上 の 企 業 も29.8%

を 占め て い る。 同 様 に 従 業 員 数 に お い て も,25人 未 満 の企 業 が28.8%を 占

め て い るが,500人 以 上 の 企 業 も20.1%を 占 め て お り,科 学 技 術 計 算 シス

テ ムサ ー ビ スの ユ ーザ の 両 極 化 現 象 が み られ,販 売 在 庫 管 理 シ ス テ ムサ ー ビ

ス の ユ ーザ の約2/3が 中小 企 業 で あ る の に 比較 して 著 しい 対 照 を な して い

る。

(3)各 種 デ ー タ通 信 サ ー ビス

52年 度 に おい て は千 葉 県 救 急 医 療 情 報 等3シ ス テ ムが 開始 され,52年 度 末

現 在 に お け る シ ス テ ム数 は39シ ス テ ム とな って い る。

各種 デ ー タ通 信 シ ス テ ムの利 用 状 況 を43年 度 以 降 の 推 移 で み る と,第2-

4-21表 の とお りで あ り,シ ス テ ム数 の増 加 と と もに シ ステ ムの 平 均 規 模 が

年 々拡 大 して い る。

また,52年 度 末 現 在 に お け る シ ス テ ム を対 象 業 務 別 に み る と 第2-4-22

表 の とお りで あ り,預 金 ・貸 付 ・為替 等 の金 融 業 務 が 多 く26シ ス テ ム とな っ

て い るが そ の 全 体 に 占め る割 合 は 徐 々に 減 少 して い る。



第4章 デ ータ 通信 一259一

第2-4-21表 各種 デー タ通信 システムの推移

第2-4-22表 各種システムサ ービスの対象業務別内訳

2国 際電電の情報通信事業

国際電電は,従 来から国際電電があらかじめ用意 したシステムをユーザが

共同利用するいわば レデ ィメイ ド型のデータ通信サービスとして国際オー ト

メックスサ ービスを提供してきているが,51年 度には新たにユーザの求めに
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応 じて シ ス テ ムを 設 置 しサ ー ビ スを 提 供 す るい わ ば オ ー ダ メ イ ド型 の デ ー タ

通 信 サ ー ビス の提 供 を 開 始 した 。

国 際 オ ー・トメ ヅ クスサ ー ビス は,国 際 電 電 の セ ンタ に設 置 した電 子計 算 機

に海 外 及 び 国 内 の端 末 を結 ぶ電 気 通 信 回線 を 接 続 し,同 一 ユ ーザ 間 の メ ッセ

ー ジ ・ス イ ッチ ン グを行 うサ ー ビス で あ る。 サ ー ビス 内容 と して は,メ ッセ

ー ジの 中継,通 信 文 の再 送,伝 送 速 度 の 変換 等 の機 能 を持 ち,端 末 装置 にっ

い て は ポ ー リン グ方 式 も可 能 で あ る。52年 度 末 の ユ ーザ 数 は18,端 末 数 は

184で あ る。 オ ー ダ メイ ド型 の サ ー ビス の対 象業 務 は ユ ーザ の 国 内 本 支店 と

海 外 支 店 間 の メ ッセ ー ジ ・ス イ ッチ ソ グ及 び 国 内取 引 先 へ の メ ッセ ー ジ配 信

で あ って,そ の シ ス テ ム数 は52年 度 末 現 在1シ ス テ ムで あ る。

3民 間の情報通信事業

(1)企 業 数

情報通信事業を行っている民間企業の数は,郵 政省が実施 した調査によれ

ば,52年12月 末現在で70社 となっている。

(2)企 業 規 模

資本金,従 業員数及び年間売上高からみた前記70社 の企業規模はそれぞれ

第2-4-23表,第2-4-24表 及び第2-4-25表 のとお りである。

第2-4-23表 民間の情報通信事業者の資本金からみた企業規模

(注)()内 は電子計算機等の製造 ・賃貸 ・販売業を 主た る 業務 とす る1社 を

除いた平 均
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民間の情報通信事業者の従業員数からみた企業規模

第2-4-25表 民間の情報通信事業者の年間売上高 からみ た企業規模

(注)情 報処理部門 におけ る売上高。ただ し,電 子計算機等の製造 ・賃貸 ・販売

業を主た る業務 とす る1社 を除 く。

(3)提 供 して い るサ ー ビス

ア.シ ス テ ム数

前 記70社 の サ ー ビス シ ス テ ムの 数 は97で あ り,1社 当た り平 均 シ ス テ ム数

は1.4で あ る。97シ ス テ ムの 内訳 は,一 般 の ユ ーザ を 対 象 とす る シス テ ム76,

親 会社 専 用 の シ ス テ ム21と な って い る。

イ.サ ー ビス の種 類

シス テ ム のサ ー ビ スの 種 類 別 分類 は 第2-4-26表 の とお りで あ るが,そ

の内訳 をみ る と専用 シス テ ム(こ こで は,特 定 の1ユ ーザ のみ に対 して サ ー

ビス提 供 を 行 って い る シ ス テ ムを い う。)が38,共 用 シス テ ム(こ こで は,

一 般 の コ・一ザを 対 象 と して サ ー ビス提 供 を 行 っ てい る シ ス テ ムを い う。)が
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第2-4-26表 民間 の情報 通信事業者 のシステムのサー ビス別分類

59含 まれてお り,共 用システムにおいては多くの用途のために利用し得る多

目的 シス テ ムが 大 部 分 とな っ てい る。

ウ.サ ー ビス提 供 地 域

サ ー ビス提 供 地 域 は第2-4-27表 の と お りであ る。 全 国 的 な シス テムは

48シ ス テ ム があ るが,こ の うち12シ ス テ ムは 専用 シス テ ムで あ り,残 り36シ

ス テ ムに は証 券市 場 の情 報 を 提 供 す る シス テ ム,米 国 に あ る コ ン ピ ュー タに

接 続 して い る国 際 的 シス テ ム等 が あ る。 地 域 的 な シ ス テ ム の大 部 分 は東 京,

大阪の大都市を中心 としたものである。

第2-4-28表 民間の情報通信事業者のユーザ数別 システム数



第4章 データ通信 一263一

工.ユ ーザ 数 及 び 端 末 数

1シ ス テ ム 当た りの ユ ーザ 数 及 び 端 末 数 の 状 況 は それ ぞ れ 第2-4-28表

及び 第2-4-29表 の とお りで あ る。

第2-4-29表 民間の情報通信事 業者 の端末数別 システム数

(注)()内 は証券市場の情報 を提供す る1シ ステムの端 末数 を除いた平均


